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エネノレギｰと地球温暖化対策

横山長之')

1.はじめに

地球温暖化問題が顕在化し,世界的に取り上げられ始

めて4年余カミ経過した.1987年に米国中西部に発生した

大干ばつが引き金となって,米国議会で地球温暖化問題

が議題とたったのが契機であった様に思われる.背景に

は1974年にロｰランド博士が指摘したフロンガスによる

成層圏オゾン層の破壊の問題や真鍋博士による新しい気

候モデルによる二酸化炭素濃度増大に伴う気温上昇の予

測結果だと,地球環境に以前には認められたかった変化

の兆しが感じられ始めたことがあった.その後,地球温

暖化は世界共通の欠きた問題どたり国際会議が頻繁に開

催され,対策が議論された.1989年のアルシュサミット

で始めて地球環境問題が議題どたり,1990年のヒュｰス

トンサミットでは地球温暖化防止の枠組み条約作りを

1992年までに行う事を宣言した.そして1990年の気候変

動に関する政府問パネル(IPCC)では温暖化の科学的知

見,環境影響たらびに対応戦略が策定された.日本政府

も1990年10月に温暖化防止のための行動計画を発表し,

その申で2000年までに一人当たりの二酸化炭素排出量を

1990年の値に安定化させる事を明示した.同時期に通産

省は地球再生計画｢TheNewEarth21｣を発表し,種

々の二酸化炭素排出抑制技術の開発目標を明らかにし

た･そして1992年6月にブラジルで開催される国連環境

開発会議では地球温暖化枠組み条約の締結が行われる予

定である.

この様に地球温暖化問題の解決に向かって世界は急ピ

ッチで進んでいるが,一方ではCO｡濃度の増加は産業

革命以前から続いていて,人問の排出する50億トン/年

の炭素の約半量が海洋,植物圏に吸収されていると推定

できる.この吸収能の将来の継続性,大気中のCO｡濃

度との関係たどについて科学的知見は非常に不足してい

る.この様な状況下において,どの様た対策が最も望ま

しいのかの判断はながたか難しいが,炭素循環の定量的

解明を進めだから損失にたらたい技術から採用して行く

のが常識的た判断であろう.温暖化防止対策について紹

介する.

2.エネルギｰ使用量と二酸化炭素発生量の推移

CO｡は石油,石炭だとの燃料の使用,森林の破壊,セ

メントの製造によって発生する.第1図に示したのは

1820年から1980年までのCO･の発生量の推移で,産業

革命初期には森林破壊による発生量が多かったカミ,最近

では化石燃料の使用による.一次エネルギｰの構成比は

石炭(31形),石油(38%),天然ガス(20%),原子力(4.6

%),水力(6.3%),その他の固体燃料(1.4%)となってい

る.これによれば石油,石炭,天然ガスの順に消費量が

多く,これら化石燃料の総エネルギｰ量に占める割合は

90老程度になっている.また,1950年から1987年までの

エネルギｰ消費の推移は第2図に見られるように3.5倍

に達している.第3図に示したのは1950一ユ987年のCO｡

の発生量の変化である.1985年時点でのCO｡発生量は

約50億トン(炭素量)に達している.これを各国別,燃料

種類別に示したのが第1表である.発生量の多い国は米
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第1図C02積算発生量･樹木内ユ3Cの測定により求めた森林破

壊と土地利用変更および化万燃料使用に伴うC02発生

量の推移(SCOPE29.1986年).
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キｰワｰド:エネルギｰ,地球温暖化,二酸化炭素,化石燃料,

炭素循環,省エネルギｰ,資源リサイクル

地質ニュｰス449号�



エネルギｰと地球温暖化対策

(億トン)

�

�

㌰

20､'一

�

伀

/その他の国

､･･'＼､..､/一}中国

･クｰ一'}ソ連

､一二〃'､..,一一一^､.､一一一}他の先進国

ク蓑夕炉ンヘこ｢二//奪

トロ1パ

5055606570758085年

第2図世界のエネルギｰ消費の推移.国連統計より作成･

(環境庁,1990)

(1020ジュｰル)

㌰

2,/その他の国

､一･一･､,.､､･･二}中国

･･､､〃ナ〈､/一/ソ連

､㌔ノ..､}他の先進国

15､､〃1､〃･二･少･ぐ:ジニ/日本

･･4二･シダ/アメ1カ

5/1一口/パ

　

5055606570758085年

第3図世界地域別COヲ排出量の推移(環境庁,1990)･

国連統計等より作成.重量は炭素換算.化石燃料の消費

によるC02排出量のみ集計.

国(26%),ソ連(18%),中国(1O%),日本(5%),旧西

ドイツ(4%)の順である.

前述したように二酸化族素の発生はエネルギｰ消費と

比例関係にある.現在世界的に見た場合の一次エネルギ

ｰの割合は第3図に示すように石油,石炭,天然ガスが

88%を占め,その他の燃料を加えると90%以上にたって

いる1したカミって,エネルギｰ一の消費は即二酸化炭素の

発生につながると考えて良い.また二酸化炭素の発生は

エネルギｰの消費構造と密接に関連している.同じエネ

ルギｰを消費しても多くの仕事に効率よく利用されてい

れば,そのエネルギｰ消費は有効性の高い使われ方をし

ている事にたる.どの程度効率よくエネルギｰが使われ

ているかを示す指標はエネルギｰ消費量/GNP比(Ene-

rgyIntensityと呼ばれる)で表される.第4図は第1次石

油危機の起こった1973年以後,このエネルギｰイソテソ

シティｰが各国でどの様に変化したかを示したものであ

る.OECD諸国の中で日本は最もエネルギｰイソテソシ

ティｰの低下が激しい.現状では,二酸化炭素発生量

はエネルギｰイソデンシティとGNP伸び率に比例す

る.将来の二酸化炭素発生量の予測を行うには各国にお

けるGNPの伸び,エネルギｰイソテソシティｰの変化,

たらびに二酸化炭素を発生Lたいエネルギｰ(水力,原子

力,地熱,太陽熱,太陽光だとのC02フリｰエネノレギｰ)の比

率を予測する事が必要である.このようた二酸化炭素発

生量の将来予測は多くの機関で行われており,第5図に

それらをまとめた結果を示す.日本におけるエネルギｰ

第1表C02の発生璽の現状(1985年)(公害資源研,1990)
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第4図OECD諸副こおげるエネノレギｰイソテンシティｰ(エネ

ルギｰ消費量/GNP)の推移｡1973年を100とした場合,

各園がどのように変化したかを見ると,日本の変化が最

も著しい(通産省統計資料による).

3.炭素循環

温室効果ガスは地表や大気から放出される赤外線を遮

蔽し,地表に逆に戻すために対流圏の温度が上昇する.

温室効果ガスには二酸化炭素(CO･),メタン(CH｡),亜

酸化窒素(N.O),フロン類(CFCs)等があり,その温室

効果は第2表に示すようにたっている.これらのガスの

大気中濃度は第2表に示すように,いずれも増加してい

る.表に示したGWP(G1oba1Warr.ingPotentia1)は

C02に対する各温室効果ガス1分子当たりの温室効果を

示す指標である.全体としてCO｡は今後発生する気温

上昇の約半分を荷担し,残りの半分の昇温はメタン､フ

ロン類,亜酸化窒素などによると予測されている(e.&,

剡���慮整�����

C02は世界各地にある測定局(e.g.,NOAA/GMCC:

�瑩潤�������浯獰�物�摭楮楳�慴楯測周攀

Geophysica1M1onitoringforC1imaticChangeUSA)で長

年にわたり測定されてきた.人間が化石燃料の使用によ

って大気中に放出しているCO･は前述の通り約50億ト

ン/年(炭素量)であるが,それを一様に大気中に拡散す

ると約3ppmにたる.実測される二酸化炭素濃度の増加

率は第1表に示すように1･5ppm/年であり･その差は

海洋と植物に吸収されているものと推定される.第6図

に大気,海洋,植物圏の問における炭素の循環量の推定
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第5図

2050年におけるC02発生量の

予測シナリオ.推定の上限と下

限との差においても,年間約

1500億tもの開きがある.

(公害資源研,1990)

EPA:米国環境保護庁

(1983年)

ER:エドモンド･ライリｰ

(1984年)

IIASA:扇際応用システム解析

研究所(1981.1983年)

MIT:マサチュｰセッツ工科

大学(1983年)

NY:ノルドハウス･ヨッフ

エ(1983年)

WEC:世界エネノレギｰ会議

(1983年)
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米国エネルギｰ省報告r温室効果ガス入門｣1988年から作成.

を示す.この推定では人問が排出するC02の半分が海洋

に吸収される.海洋によるCO･の吸収のメカニズムには

まだ不明確な点カミ多く,全地球的た吸収量と吸収速度の

定量的た解明が必要である.大気と海洋の間でのC02の

交換を明らかにし汰ければ,人問の出し得るCO･量も不

明確であると言わざるを得たい.ちたみに,前述したよ

うに1950-1987年の間に人問が年々排出するCO｡は約3.5

倍になったのに対し,その間の大気中のC02濃度は1.2

倍に留まっている.これが何を意味しているのかを考え

る事が必要であろう.この分野での地質調査所の役割は

大きい.

4.二酸化炭素排出抑制技術

大気圏

730(年間増加重=3)

化石燃料

…!l･･1･･

塁

河川

→

O.5～2

･･!l…

表層水

㈸〰

海の生物

㌀

㈴

㌰

1!1は芦

堆

炭酸塩

�〰〰〰

積物

有機物

�〰〰　

第6図炭素の地球化学的循環(角皆,1989)･

IGBP関係資料などをもとに作製.単位は存在量(大数

字)が1oユ3g.移動量(斜体数字)が10139/年.

温室効果の約半分がCO｡以外のガスによって引き起こ

される事から,CH4,N20,CFCsの対策も必要である.

特にCFCsは20%程度の気温上昇効果をもたらし,GWP

が20000と大きいのでこの排出抑制を図る事が大事であ

る.前述したようにC02対策には省エネとエネルギｰ利

用効率向上,CO｡フリｰエネルギｰの利用拡大が基本と

たる.そして,具体的な対策として考えられているのは,

実行の容易な順に次のようたものがある.

1.省エネノレギｰとエネルギｰ効率改善たらびに資源

リサイクル

2.軽質燃料への転換と燃料改質

3.再生可能自然エネルギｰの使用

4.原子力エネルギｰの利用

5.二酸化炭素の人工処理

4.1.省エネルギｰとエネルギｰの高効率利用

出来るだけエネルギｰを使わたいのが省エネであり,

同じ仕事をより少ないエネルギｰで行うのがエネルギｰ

利用効率の向上である.現在日本では一次エネルギｰの

約90老を石炭,石油だとの化石燃料に頼っている.この

ため,省エネルギｰは即二酸化炭素排出削減とたる.わ

が国では1973年の第1次石油危機以来,省エネとエネル

1992年1月号�
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ギｰ高効率利用技術の開発が官民あげて実施され,対G

NP比でのエネルギｰ消費は世界で最も低いレベルにま

で低下し下いる(第4図)･特に工業部門での高効率利用

技術の開発は目ざましい.また,最近では都市の地域冷

暖房における廃熱利用の新しいシステムの開発だと高効

率エネルギｰ技術の開発が進んでいる.2-3の実例を

以下に紹介する.

(1)家庭における技術

家庭においては高効率の電気器具の使用は既に一般的

にたっている.これからは冷暖房の総合化,すたわちエ

アコンによる冷暖房給湯のシステム化や太陽熱,光のよ

り一層の利用技術の開発だとが行われるであろう.パッ

シブソｰラｰハウス等が一般的になろう.また昼夜の温

度差あるいは季節の温度差を利用する蓄熱式の冷暖房シ

ステムも可能であろう.現在使われている深夜電力を使

った給湯ボイラｰもCO｡排出抑制につながっている.そ

れは深夜電力に占める原子力の割合が大きい事による.

さらに将来には家庭用のコジェネシステムすたわち燃料

電池と廃熱利用の冷暖房システムなども開発されるかも

知れたい.

(2)アｰバンエネルギｰ技術

ピル,市街地においては種六の廃熱,自然熟を利用し

た地域冷暖房技術が実用化されている.清掃工場の廃

熱,変電所の廃熱,浴場の廃湯,地下鉄構内の廃熱,河

川水の温度,下水処理後の排水の勲たどをヒｰトポンプ

を使うて利用する冷暖房システムが既に実用にたってい

る.例えば東京箱崎地区では墨田川の河川水の温度(夏

に冷たく冬に暖かい)を利用し,深夜に冷水を蓄熱槽に蓄

え,昼間に冷房に使っている.このシステムは二重の意

味でCO｡排出抑制に貢献している.すたわち原子力の比

率の多い(CO｡発生の少ない)深夜電力の使用と自然のエ

ネルギｰの利用である.

もう一つの注目すべき技術にコジェネシステムがあ

る.ディｰゼル発電機,ガスタｰビン発電機あるいは燃

料電池を市街地に設置し電力をビルたどに供給すると共

に廃熱は冷暖房に利用する.このようたコジェネシステ

ムは急増しつつある.総合効率で60-80形とたり,既存

のスチｰム発電の35劣程度の効率の2倍にたり,さらに

市街地に設置出来る事から送電ロスもたい.

さらに将来には季節による水や雪の温度差を蓄熱技術

によって取り出し,冷暖房に利用する事も考えられ,北

欧では試験カミ試みられている.

(3)交通,運輸における技術

低燃費自動車等の開発では高効率エソジソ,軽量た車

体,低い摩擦,空力抵抗の車両の製作が試みられている.

また,合理的交通ツステムの構築も必要で電車,バス,

乗用車だとの総合的な組み合わせとシステム化を図るべ

きであろう.さらに,物流の合理化,交通流の整備,渋

滞だとの発生しない道路網の建設などを考えるべきであ

る.メタノｰル自動車の普及ではガススタンドだとのイ

ンフラ構造の整備などに問題があり,また電気自動車は

トｰタルとしてエネルギｰ効率を考えて有効か検討すべ

きであろう.

(4)工業における技術

発電では従来の蒸気タｰピン発電が35劣程度の変換効

率たのに対し,コンバインドサイクル発電(LNG,石炭ガ

ス化),スチｰム吹き込み式のガスタｰビン加圧流動層燃

焼発電などでは40-45房,燃料電池では50%と高効率で

ある.この様た高効率た発電技術が開発され,導入され

つつある.製鉄では熱のカスケｰディソグ使用を徹底

し,連続鋳造装置だとが開発され省エネにたっている.

また,廃熱,廃エネ回収が行われ,高炉頂発電,コｰク

ス乾式消火装置だとが世界に先駆けて実用化されてい

る.

石油精製,石油化学,紙ハルブ,セメントなど多くの

工業部門において生産施設の省エネ化,高効率化が行わ

れており,今後もなお一層の努力がはらわれるであろ

う.また今後よりマイルドな高温高圧を必要としたい高

選択的た生産プロセスヘの開発を行い,転換することが

欠きた技術開発の流れになるであろう.また,電気,機

械,建設などで一般に多数使用される消費財の生産に当

たっては,それら製品のエネルギｰ効率を高める事が工

業部門に課せられたもう一つの義務であろう.

(5)リサイクル技術

アルミ,金属,紙パルプの回収と再利用によって省資

源だけではなく省エネにも効果がある.種々の計算法が

あるが,アルミ缶の再生では80%の省エネにたるという

試算がある.こんごは缶のようだ単純た物はかりでな

く,耐久消費財だとも寿命を考慮し,最終的には素材毎

に簡単に分離でき再利用が図れるようた生産を目指すべ

きであろう.家電製品,車,家屋,家具等についてその

ようた視点に立った設計が導入されるべきではないだろ

うか.

些.2.軽質燃料への転換と燃料改質

炭素分の少ない燃料へ転換することによって二酸化炭

素の発生を抑制できる.同じエネルギｰを得るのに石炭

で一単位の二酸化炭素が発生すると仮定すれほ,石油は

約0.8,LNGは約0.6の発生量にたる.ただしLNG,石

油については賦存量に限りがあり,枯渇を考慮したけれ

ぽたらたい.水素は全く二酸化炭素を発生したい燃料で

あるカミ,天然には賦存しない.水素を他の一次エネルギ

ｰから生産する方法が考えられている.しかし,化石燃
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料から生産する方法はいずれもトｰタルとして二酸化炭

素抑制にはたらたい.

4.3.再生可能エネルギｰの使用

再生可能た天然エネルギｰは化石燃料の代替と改るエ

ネルギｰ源として貴重である.しかし現在のところエネ

ルギｰ源としての比率は大きくはない.現在(1988)世界

全体で水力と原子力の割合は10老程度であり,その他の

再生可能エネルギｰの占める割合は非常に少ない.この

様に化石燃料カミｰ次エネルギｰの90%を占める状況で

は,他のエネルギｰ源もその開発に当たって使用される

エネルギｰを考慮すると多かれ少なかれ二酸化族素放出

があると考えなけれぱならないことに注意したい.ま

た,再生可能エネルギｰを評価する際,その開発に要す

るエネルギｰ,耐用年数とその間に生産する一次エネル

ギｰの量について考えることが必要である.現在水力は

唯一大きた比率を占める天然エネルギｰである.その他

の天然エネルギｰは再生可能新エネルギｰと坪ばれてい

る.それは風力,波力,太陽光,太陽熱,潮汐力,バイ

オマス,地熱,海洋温度差などである.これらのは二酸

化炭素発生のないエネルギｰであり原子力と並んで地球

温暖化対策に役立つので積極的に利用拡大を図るべきで

ある.

4.4.原子力エネルギｰの利用

原子力発電は二酸化炭素の発生の極めて少ないエネル

ギｰである.ただし,一般に思われているように二酸化

炭素を全く発生したい事はたく,燃料の再処理.廃棄物

の処理,建設に係るエネルギｰは二酸化炭素発生につた

がっている.原子力の問題はその安全性にあり,これが

解決したいと急速た増大はなかなか困難と思われる.

4.5.二酸化炭素の処理,固定化技術

(1)植林などによる対策

植林や森林破壊の防止は当然二酸化炭素対策として有

効である.また海洋植物プランクトンの活動を促す海洋

環境の保全と整備は自然の力を借りた二酸化炭素対策に

たる.このようた植林,森林破壊防止によって10劣程度

の温室効果防止にたるという試算がある.

(2)人工処理技術

現在のところ植物や微生物が古来行って来た光合成に

よる炭素同化作用以上に効率的な二酸化炭素固定技術は

たい.また,二酸化炭素の処理に際しては加えられるエ

ネルギｰ,物質について二酸化炭素発生を調べておくこ

とが大切で,その処理プロセス全体としての二酸化炭素

とエネルギｰの収支で有効性を評価しなげればならた

い.また,太陽光を利用したりする処理システムを考え

る際には太陽光の別の利用技術,例えばソｰラｰバッテ

リｰ発電の効果と比べて有利たプロセスである事が証明

できなげれほそのプロセスは有効ではない.二酸化炭素

の人工的な処理プ日セスの開発は非常に困難であろう

し,さらに,二酸化炭素の発生量の膨大さのため固定化

した後の処理まで考慮したげれほたらたいなど,実用的

た処理は非常に困難が伴う.

しかし,将来の実用化を目指して燃焼排ガスからの二

酸化炭素の除去,固定化,再利用等が研究され始めてい

る.燃焼排ガス中の二酸化炭素を分離L,濃縮再放出

し,これを吸収固定化したり種々の化学反応によって再

資源化する試みがある.

6.おわりに

地球温暖化問題はまさに地球規模の問題であり,日本

の二酸化炭素排出量が全世界合計の4先程度であること

から,C02排出抑制には世界各国の協調体制がたくては

たらたい.また炭素循環のメカニズムを早急に解明し,

人問の出し得るCO･量を明確にしたけれぽたらない.し

かし,温室効果ガスの濃度増加が気温上昇やそれに伴う

様々た環境影響をもたらす事は事実であり,対策には長

い時間が掛かる事から,やはり対策は出来る物から始め

る事が大事である.例えば,これまで開発してきた高効

率エネルギｰ利用技術を世界に広める事によっての貢献

も考えるべきであろう.今までの環境問題とは全く次元

の異たる問題であり,新しい規範(Paradigm)があらゆ

る面で求められている.
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